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年金制度の３つの評価ポイント

１）制度の持続可能性（経済的、財政的、政治
的）：経済にしめる年金の大きさ→少子高齢
化

２）社会状況変化への対応能力（就業構造、
労働市場の変化の対応力）→雇用の流動
化や生活の多様化：デザイン→空洞化への
対応、部分的な一元化（基礎年金制度）の
課題

３）適当な給付の最低保障水準の確保→税財
源と保険財源の組み合わせ：デザイン→所
得保障制度の立て直し



諸外国の年金改革の目標
Chlon‐Dominczak,A.and Marek,M.(2003)Commitment and Consensus in Pension Reform.in “Pension Reform, in 
Europe: Process and Progress”, (ed. by Holzmann,R., Mitchell.O and Rutkowski,M ), World Bank Publications.

何を改革の目標にしたか（各国専門家の回答）
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１号の納付率（平成２０年度の国民年金加入・納付状況、社会保険庁）



１号の資格取得（平成２０年度の国民年金加入・納付状況、社会保
険庁）



非正規労働者の増加が国民年金の空洞化の原因



平成１７年国民年金被保険者実態調査

就業別納付状況 非正規労働者や常用雇用の未納率が高い
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平成１７年国民年金被保険者実態調査

国民年金１号加入者の就業状況
国民年金は、自営業者年金ではなく、不安定労働者年金



参議院予算委員会調査室「平成20年度財政関係資料集」より作成

急激に低下した社会保険料の事業主負担割合（社
会保険負担に占める企業負担分）



各国の年金適用（丸山桂２００８「就業形態の多様化と社会保険の適用状況に関する国際比較」全労済

国名
国民皆年

金

年金制度に
おける最低

保障

無年金者
への措置

非正規労働者の被用者年金加入要件（2006年）
保険料率（被用者年

金）、2007年
最低加入

年数

就業者に占め
る短時間労働
者割合（2006

年）
年収要件

労働時間要
件

その他

日本
基礎年金＋報
酬比例年金

○ × ×
なし（第３号被保険者が国民
年金の保険料負担は、130万
円以上）

通常の労働
者の労働時
間の４分の３
以上

３か月以上の雇
用期間。要３要

件充足

14.996％ （労使
折半）

25年 24.5%

アメリカ
所得比例年金
（OASDI)

× × ×

報酬を有する者すべて（年金
額算定の根拠となる保険料記
録は、年1000ドル［118，000
円］以上の収入について行わ
れる）

なし －
12.4％ （労

使折半）
10年 12.6%

イギリス
基礎年金＋所
得比例年金

× ×

年金クレ
ジット（資
力調査あ

り）

週84ポンド［19，068円］以上
の被用者は強制加入※週84
ポンド→年換算（52倍）すると
4，368ポンド［990，855円］に
相当

なし －

第１種保険料、被用者
本人11.0％＋１％（週

670ポンドを超過する部
分）、事業主12.8％

男性 11年、
女性9.75

年
23.4%

フランス 所得比例年金 ×

○（満額受
給の受給権
を有する被
用者に最低
年金額の定

めあり）

○（老齢
連帯基金
より無拠
出制の最
低保障年

金）

報酬を有する者すべて，654
ユーロ［253，889円］以上の収
入がある場合1四半期の保険
期間を得ることができる（1暦
年につき最大4四半期ま
で）。）

なし －

賃金の全体1.7％（事業
主1.6％、被用者負担
0.1％）、限度額以下

（2,682ﾕｰﾛ／月）以下
の部分に合計14.95％
（事業主負担8.3％、被

用者負担6.65％）

なし 13.3%

ドイツ 所得比例年金 × ×

○（低年
金者を対
象とした基
礎保障）

月の報酬（earnings）が400
ユーロ［61，400円］以上また
は

週の労働時
間が15時間
以上

任意加入制度
あり。条件を満
たせずとも、短
時間雇用を除き、
事業主負担あり

19.9％ （労使
折半）

５年 21.9%

フィンランド 所得比例年金 ○
○（税財源
による最低
保障年金）

－ 月収が46.08ユーロ以上 － －
21.44%（労使折半）本人
負担は52歳までが4.3 %、

53歳以上は5.4％

最低保障
年金は16
歳以降３
年以上の
居住期間

11.4%

韓国 所得比例年金
△(低所

得者は任
意加入）

×

税財源に
よる「基礎
老齢年金

制度」

月収が22万ウォン以上 － － ９％（労使折半） 10年 8.8%



自営業者の年金保険料率規定

（単位：％、現地通貨）

国名
被用者 自営業者

合計 被用者本人分 合計 自営業者本人分

オーストリア 22.8 10.25 22.8 17.5（農業：15）

ベルギー(a) 37.94(16.36b) 13.07(7.5b) 19.65か14.16c 19.65か14.16

カナダ 9.9 4.95 9.9 9.9

チェコ 28 6.5 28 28

デンマーク 16+DKK2682 6+DKK894 1+DKK894 1+DKK894

フィンランド 21.4ｄ 4.6 21.4 21.4（農業：10.5）

フランス 23.95 9.65 23.05 23.05

ドイツ 19.5 9.75 19.5 19.5

ギリシャ 20 6.67 20 20

ハンガリー 26.5 8.5 26.5 26.5

アイスランド 15.64 4 15.64 15.64

イタリア 32.7 8.89 19 19

日本 13.58 6.79 ¥13,300/月 ¥13,300/月

韓国 9 4.5 9 9

ルクセンブルク 24 8 24 16

メキシコ 6.275 1.75 0 0

オランダ 28.05 19.15 27.95 27.95

スロバキア 26 7 26 26

スウェーデン 18.91 7 18.91 18.91

スイス 9.8＋14-36f 4.9+7-18 9.2 9.2

英国 年金保険料のみの抽出不能

米国 12.4 6.2 12.4 12.4

平均＊ 20.3 7.6 18.8 18.2

・出典：Choi, Jongkyun (2009)“Pension Schmes For the Self‐Employed in OECD Countries” OECD 
Social, Employment and Migration Working Paper, No,84



貧困高齢者の増加



年金、生活扶助、課税最低限、最低賃金D



世帯構成の変化


